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３．合併当事会社の概要 

 

 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はありま

せん。 

 

５．今後の見通し 

   本合併による当社及び連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上    

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

①名称 アルパイン株式会社 アルパイン技研株式会社 

②所在地 東京都品川区西五反田一丁目１

番８号 

福島県いわき市好間工業団地 1

番地の 58 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 米谷  信彦 代表取締役社長 中富 義之 

④事業内容 音響機器及び情報通信機器の製

造販売 

音響機器及び情報通信機器の開

発・設計 

⑤資本金 25,920 百万円  265 百万円  

⑥設立年月日 1967 年５月 10 日  1993 年 10 月１日  

⑦発行済株式総数 69,784,501 株  4,300 株  

⑧決算期 ３月 31 日  ３月 31 日  

⑨大株主及び持株比率 アルプス電気株式会社  40.43% 

STATE STREET BANK CLIENT 

OMNIBUS OM04           3.67% 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(信託口)   3.51% 

MORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE 

IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING 

15PCT TREATY ACCOUNT  3.10% 

当社          100% 

⑩直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決算期 平成 28 年３月期(連結) 平成 28 年３月期(個別) 

 純資産 143,805 百万円  849 百万円  

 総資産 205,182 百万円  1,529 百万円  

 １株当たり純資産 2,059.72 円  197,448.34 円  

 売上高 273,056 百万円  3,062 百万円  

営業利益 5,434 百万円 55 百万円 

 経常利益 6,170 百万円  56 百万円  

 親会社株主に帰属する 

当期純利益 
10,698 百万円  31 百万円  

 １株当たり当期純利益 155.14 円  7,391.49 円  


